




Administrative Guidance and Actual Conditions of So-Called Democratic Arrangement 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































㎡ （%） ㎡ （%） ㎡ （%）
小売業店舗　　　合計 143,414 203,343 219,170
大規模小売店舗　合計 43,878 30.6% 77,711 38.2% 93,538 42.7%
　　　　　　内第1種 18,242 12.7% 45,688 22.4% 59,508 27.2%




小売業店舗　　　合計 2,905 （%） 3,001 （%） 3,003 （%）
大規模小売店舗　合計 33 1.1% 41 1.4% 43 1.4%
　　　　　　内第1種 5 0.2% 8 0.3% 9 0.3%






商議所 議会 その他 ’75年～’79年 ’80年～’84年 ’85年～ 出店 増床 出店・増床









以上 総量規制 ’75年～’79年 ’80年～’84年 ’85年～










































































































































































































































































店舗名（核店舗） 申請面積 調整面積 削減率
石巻SC（丸光） 10,658㎡ 3,600㎡ 66%
ヨークショッピングスクエア （ーイトーヨーカ堂・サンエー） 16,529㎡ 4,200㎡ 75%
石巻ショッピングプラザ（長崎屋） 17,254㎡ 3,400㎡ 80%
石巻駅前ビル（ジャスコ） 15,610㎡ 5,200㎡ 67%
サンプラザ末広（イシセー） 10,000㎡ 1,600㎡ 73%
（出所）草野厚『大店法経済規制の構造』（日本経済新聞社、1992年）、p.33。
1）原表を筆者が加工した。
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コは1983（昭和58）年に、小売業者としての5条申
請を行った。しかし、第4表から明らかなように、調
整結果は軒並み60%以上の削減率であり、長崎屋
の計画は80%もカットされていたことから、同時に
結審した長崎屋と丸光（ダックシティ）は出店を断
念した。しかも、石巻市が策定した商業近代化計
画には駅前の再開発が盛り込まれていたためジャ
スコは一旦、5条申請を取り下げた。新たな条件を
再検討したうえで計画を練り直すためだった。
　こうしてジャスコは、新計画をもとに17,000㎡へ
と面積を拡大して申請したが、石巻商工会議所は、
商調協の審議を尊重すべきだとして申請を却下し
たのである。この後は、ジャスコが拡大申請を取り
下げたうえで再び3条届出を行う、という前代未聞
の経緯をたどり、石巻商工会議所としては、一旦は
5,200㎡で結審したものの、大店法の規定に従う限
り、改めて届出が出れば再度調整を実施せざるを
得ないのが実情だったのである。ジャスコ側は、い
わば法の盲点をついたかたちで以前の3倍規模の
計画を強行しようとしていたのであり、それだけ地
元商業者の反発は強くならざるを得なかった
　結局ジャスコ側は1987（昭和62）年になって5条
届出に漕ぎ着けたが（この時の届出面積は16,000
㎡）、この間、商調協の商業者代表委員の1人が
ジャスコから看板工事など約3億6,000万円の下請
け工事を請け負ったことが明らかになったばかり
か、ジャスコが入居を予定していたビルの地権者が
商工会議所常議員であったことも判明し、商調協
の会議の場で会長が、委員の中立性について再三
説明するという場面もあるなど、調整は異例づくめ
だった。さらに、事前商調協の会合に、大型店の進
出反対派70人が乱入し、委員の辞任と審議のやり
直しを求める騒動もあり、石巻の小売業界は大揺
れに揺れた。
　ジャスコの5条届出を受けた石巻商調協は、かな
りの紆余曲折を経た後の1988（昭和63）年、3案を
併記した異例の答申を石巻商工会議所会頭へ提出
した。委員の間でどうしても調整がつかず、申請ど
おりの16,000㎡と9,000㎡・7,200㎡を併記した答申
だった。結局、石巻商調協では明確な結論を出せ
ず、最終判断はさらに上級の大規模小売店舗審議
会（大店審）に委ねられ、そこでは15,000㎡で結審
し、通産大臣に答申されることとなった。こうして
ジャスコの出店問題は、最初の出店表明から決着
まで、なんと10年を要したのである。
変化する対立構図
　一方、ジャスコの出店をめぐって石巻の商業界が
紛糾している間、’82年にはイトーヨーカ堂が石巻
駅北側のバイパス沿いにオ プーンし、’83年にはダイ
エーを核店舗とするビルの調整が9,000㎡で結審し
た。この背景には、折からのモータリゼーションの
波に乗り、バイパスに進出したイトーヨーカ堂周辺
に買い物客や企業が集まり始めていた、という事
情がある。この後、イトーヨーカ堂を核として集客
に成功したバイパス沿いの地区の隆盛を目の当た
りにし、古くからの伝統を持ちながらも地盤沈下に
悩む旧中心商店街がダイエーを核とした商店街の
活性化を構想するに至って、大型店としてのダイ
エー出店が現実味を帯びてくるのである。
　1983（昭和58）年に石巻市が策定した商業近代
化計画は、既存の3つの商店街（駅前商店街・立町
商店街・橋通り商店街）それぞれに核店舗を誘致
し、中心市街地の集客力を高める構想を打ち出し
た。市街地への入り口にあたる駅前にはジャスコ、
最も奥の橋通り商店街にはダイエー、中間地点の立
町商店街にはエンドーチェーン（エンドーチェーン
が核となったレインボープラザ）を配置しようとの
計画だった。1977（昭和52）年のジャスコ出店表明
以来の大型店問題は、当初の6店出店計画が4店と
なり、遂には、市当局が打ち出した商業近代化計画
を通じ、商店街と大型店がセットとなった3つの計
画に収斂されることとなる。地元商店街vs大型店
という当初の単純な対立構図から、3つの大型店の
競合へと移行し、大型店間の競争はその背後に既
存の商店街vs商店街という争いを孕む複雑な様相
を呈し始めたのである。
　かかる構図のなかで最も現実的な問題は、それ
ぞれの商店街が隣接しており、計画のままだと近
距離の範囲内に大型店3つがひしめく状況になる、
という点だった。石巻市の規模を考えれば、近距離
の範囲内に3つの大型スー パーが出店することは誰
の目にも無理と映った。このような経緯を経て石巻
市では、大型店の出店をめぐり当初は大型店vs地
元商店街だった構図が徐々に、大型スーパーvs大
型店スー パーへと転換し始めたのである。
　それぞれの核店舗が、店舗面積と環境変化への
不安を抱きながらも、1989（平成1）年にはダイエー
の中内功社長が自ら石巻市に出向き市役所・商工
会議所で出店の説明を行うなど、大型店出店計画
はそれなりの進展を見せていた。ところが’92年1月
にエンドーチェ ンーは、出店調整により店舗面積が
当初計画の11,000㎡から半分以下の5,000㎡に削
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減されたこと、および経営環境が変化したことなど
を理由に、通産大臣に申請を廃止する届出を提出
して受理された。つまりは、出店の断念だった。
「経営環境の変化」が、狭い地理的範囲内に複数
の大型店が競合する過当競争を意味することは、
誰の目にも明らかだった。
　次いで同年7月、今度はダイエーが核店舗となる
予定だった「石巻市中央開発ビル」が3条届出の廃
止を通産大臣に提出し受理されるという事態に
なった。この時点でダイエーは依然として出店の意
思を示していたが、新たな地権者との交渉がまとま
らず、結局’90年に出店を取りやめることとなる。残
るジャスコも、’92年に面積不足と大店法改正にと
もなう調整の期限切れを理由に出店を中止した。
出店調整の過程で数々のトラブルを抱えたことに
加え、ビルの建設者も届出を廃止するなど、ジャス
コと地元との折り合いが泥沼化していたことが最
大の原因であることは明白だった。3つの大型店出
店計画はすべて、頓挫したのである。
　その後1994（平成6）年になって、もともと石巻市
への出店を計画しながら撤回していたダックシティ
丸光が、「石巻ビフレ」として出店することとなり、
1996年に石巻駅前に開業した。当初は6つの大型
店の出店計画があったが、上記のような種々の紆
余曲折を経て、最終的には“石巻ビフレ”1店のみ
の出店となったのである（“石巻ビフレ”もその後
撤退し、現在はそのビル全体が石巻市役所となっ
ている）。
　2011（平成23）年3月の東日本大震災にともなう
大津波で、石巻市街地の商店街がすべて壊滅し、
現在は、より内陸部の地区にショッピングセンター
が展開している。
小括
　ここまで、大店法施行下で通産省の行政指導に
コントロールされた大型店出店調整の手続きを概
観したうえで、いくつかの特徴的な地方都市の出店
調整の実態を検証した。本論では、自治体・商工
会議所が一体となって、いわば地元ぐるみで大型
店の出店に徹底抗戦した熊本市のケ スー、一旦は
大型店の出店凍結をしながらも、近隣市町村との
商圏争いを背景に凍結を解除し大型店の出店を受
け入れることで、地元商店街が大型店との共存共
栄を図ろうとした松本市の事例、そして、地元商店
街vs大型店という当初の対立構図が、商店街と大
型店が結びついて大型店・商店街vs大型店・商店
街という、大型店と商店街がセットとなった競争へ
と転換した石巻市の紛争経過を検証した。
　その結果、本論が設定した、大店法をめぐる行
政指導が地元民主主義を正常に機能させる役割を
果たしたのか否かの課題に関しては、否との結論
をもって応える他ない。大店法自体の不備も相まっ
て、通産省による行政指導が地元での出店調整を
極度に混乱させる事態を招くことが多 あ々ったこと
はもはや否定し難い。
　では何故、不備な大店法が制定されたのか、さ
らには何故、的確な行政指導が実現しなかったの
か。
　この問いには、戦前･戦中･戦後を通じてわが国
の小売商業政策が政治に翻弄され続けた歴史を
持つから、と答えざるを得ない注15。詳細は省くが、
「いつものことだが、中小企業関係の法案いじりが
活発になるのは、国会議員選挙の前に決まってい
る。（昭和）四八年二月、通産省が大規模小売店
舗法案を準備していた時もそうだった。通産省が、
産業構造審議会流通部会の約三年にわたる議論
を経て出された答申を受けて、大型店舗の新増設
について届け出制の線で政府案を練っていたとこ
ろ、自民党商工部会で許可制の声が強くなり、現行
の事前審査付き届け出制で大店法が成立した。
（中略）一部急進派議員の声高な規制強化論が、
参院選を前にした議員心理を揺さぶったのが真相
だった」15）との指摘が、大店法とそれにともなう行
政指導が必然的に持たざるを得なかった性格を如
実に物語っている。
　東京商工会議所が1977年から1978年にかけて、
1都10県の商工会議所を対象に実施した実態調査
の結果がある16）。その報告書に掲載された各地か
らの意見・要望を以下に紹介して本論を締めくくり
たい。
　・ 「政治の取引の材料になる様な意図で法律を
決めてもらっては困る」（東京都のスー パー）
　・ 「大規模小売店舗法、商業活動調整法等の
規制で自由に営業が出き（ママ）ないのは自由
競争原理から逸脱しているし、商業施設及び
商業活動の近代化を遅らせている原因にも
なっている」（東京都のスー パー）
　・ 「大型店規制の一本槍だが、商店街への大
型店の寄与率を認めて欲しい」（神奈川県の
スー パー）
　・ 「大店法の運用基準が不明確、‥‥‥悪用さ
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れていないか」（神奈川県のスー パー）
　・ 「大店法、中小企業分野調整法というのは法
の目的精神を超えてその適用は小売企業の成
長の拘束である」（埼玉県のスー パー）
　・ 「大型店と地元店の協調関係を画一的でなく
地域に合った法律を作る様に」（長野県の百
貨店）
　・ 「大店法の適用を柔軟にして欲しい」（静岡
県のスー パー）
　・ 「大型店と地元商店街との本来的な共存及び
協調を図るべく、適切なる調整をお願いした
い」（群馬県のスー パー）
注
注1　 戦前の百貨店法成立過程についてはさしあた
り、拙稿「昭和戦前期の百貨店問題と中小小売
商」（『松本大学研究紀要』第12号、2014年）を
参照されたい。
注2　 戦後の旧百貨店法廃止と第二次百貨店法の立
法過程については、拙稿「戦後の大店規制に関
わる立法過程と商調協」（『地域総合研究』第
16号、2015年）を参照されたい。
注3　 大型店の出店調整に際し地元の意思を最優先
する考え方は一般に、「地元民主主義」とよば
れるようになった。もともと「地元民主主義」と
いう表現は、旧通産省が使い始めたようであり、
商調協に関わる行政指導について、当時の大店
法担当の同省幹部が次のように発言している。
すなわち、「売場面積の減少を勧告する目安に
なる〈大型店の出店による相当程度の影響〉に
ついても、よく基準を示せと言われるが、それも
地元が一番よくわかることだ。だから、通産省と
しては地元各商工会議所の商調協にまかせる
形をとっている」と。また、地元と事前に話し合
うよう行政指導しているのは、実質的に許可制と
同じではないか、との質問に、「それは違う。許可制
なら通産省が出店を中止させるなどの措置がとれ
るが、大店法はあくまで地元民主主義が原則だ。
だから、通産省に届ける前に地元と話し合うのは、
進出予定大型店にとっては、別に不利ではないと
思う」と答えている。なお、大店法に関わるいわゆる
地元民主主義については、田村正紀『大型店問
題』（千倉書房、1981年）pp.6-7、あるいは日本経済
新聞社編『大店法が消える日』（日本経済新聞社、
1990年）pp.88-91を参照されたい。
注4　 大店法に関わる行政指導については草野厚『大
店法経済規制の構造』（日本経済新聞社、1992
年）に詳しい。
注5　 よく指摘されるように「事前商調協」とは単なる
俗称であり、法的には何ら規定がない。周知の
事柄であるにもかかわらず法律上に規定を設け
られなかったのは、いわゆる3条届出段階では、
建築確認・用途地域・開発規制などの適用を受
けるため、行政上の所管が旧建設省になり、旧
通産省の権限外だったからである。この点につ
いては、杉岡硯夫『大店法と都市商業・市民』
（日本評論社、1991年）p.129参照。
注6　 事々前商調協・事前商調協を含む調整手続きに
ついては、通商産業省産業政策局編『これから
の大店法』（通商産業調査会、1994年）に詳し
い。
注7　 1974年度～1988年度の時期に大手スーパー6社
の出店を対象とした調査による結果である。出
店表明前に調査等で費やされる時間を含めると
実際には、5～6年を要すると推定している。詳し
くは、鶴田俊正・矢作俊行「大店法システムとそ
の形骸化」（三輪・西村編）『日本の流通』（東
大出版会、1991年所収）を参照されたい。
注8　 商調法が改正された1977年、「中小企業の事業
活動の機会の確保のための大企業等の事業活
動の調整に関する法律」（事業分野調整法）が
制定され、大企業の事業が中小企業経営に悪
影響を与える恐れがある場合、主務大臣は適正
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な事業活動機会を確保する仕組みを定めるため
の勧告をすることができるようになった。この立
法過程で小売商団体は、当該法の対象に小売
業も含めるべきだと運動したが、小売業に関し
てはすでに大店法と商調法があるとの理由で、
対象外に置かれた。政治的駆け引きを通じ、そ
の代替措置として商調法の改正が実現したとい
う経緯がある。詳しくは、三上富三郎「小売業に
おける競争とコンフリクト（２）」（『明大商学論
叢』60巻5号、1978年）を参照されたい。
注9　 自治体による独自規制がもたらした問題点につ
いてはさしあたり、野方宏「小売業における規制
と規制緩和」（『静岡大学経済研究』3巻3号、
1998年）、および三上「前掲稿」を参照された
い。
注10　 熊本県の独自規制条例については、川野訓志
「地方自治体における出店規制について」（『専
修ビジネス・レビュー』Vol。11 No。1、および草
野厚『大店法経済規制の構造－行政指導の功
罪を問う－』（日本経済新聞社、1992年）を参
照。
注11　 以下、熊本市のダイエー出店紛争については『日
経流通新聞』『日本経済新聞』に掲載された一
連の記事、および草野厚『前掲書』による。
注12　 以下、松本市での大型店出店調整をめぐる経緯
については、『日経流通新聞』『日本経済新聞』
に掲載された一連の記事、日本経済新聞社編
『大店法が消える日』（日本経済新聞社、1990
年）、『80年のあゆみ』（松本商工会議所、1989
年）および各年の『松本商工会義所事業報告』
『松本商工会議所報』による。
注13　 両大学から松本商工会議所会頭宛に当該表題
の文書が提出されたことは、松本商工会議所の
事業報告に記載されているが、文書自体は残存
していない。文書の主旨については、当時の関
係者からの聴き取りによる。
注14　 以下、石巻市での出店調整をめぐる経緯につい
ては、草野厚『前掲書』、および『日経流通新
聞』『日本経済新聞』に掲載された一連の記事
による。
注15　 わが国の小売商業が常に政治に翻弄されていた
ことは、前掲拙稿を参照されたい。
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